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平成 20. 3. 1
〜 7.10

20. 4. 1

20. 4.30
〜 21. 3.13

20. 4.30
〜 21. 3.21

 5. 2

 5.23

5.26

年 月 日

北海道洞爺湖サミット等の開
催に伴う上陸審査強化期間及
び上陸審査特別強化期間の設
定

名古屋入国管理局警備監理
官，企画管理部門，処遇部門
及び執行部門の新設

台湾におけるプレクリアラン
ス（事前確認）の実施

韓国におけるプレクリアラン
ス（事前確認）の実施

「感染症の予防及び感染症の
患者に対する医療に関する法
律及び検疫法の一部を改正す
る 法 律（ 平 成 20 年 法 律 第
30 号 ）」 の 公 布（20.5.12
施行）

「不法就労外国人対策等協議
会」の開催

「経済上の連携に関する日本
国とインドネシア共和国との
間の協定の適用を受けるイン
ドネシア人看護師等の出入国
管理上の取扱いに関する指
針」の公示

出　　来　　事

北海道洞爺湖サミット及びＧ８閣僚会合等開催に際して，各国
首脳等の円滑な入出国手続及び厳格な審査により，テロリスト
等の入国を阻止するため，３月１日から６月６日までの間を上
陸審査強化期間に指定した。
さらに，６月７日から７月 10 日までの間，本省内に「北海道洞
爺湖サミット対策本部オペレーションルーム」を開設し，また
同期間を上陸審査特別強化月間に指定の上，対応した。

名古屋入国管理局に警備監理官を新設するとともに，企画管理・
処遇・執行部門を廃止し，企画管理部門，処遇部門及び執行部
門を新設した。

台湾桃園空港において，入国審査のための事前確認を実施した。

韓国仁川空港において，入国審査のための事前確認を実施した。

Ｈ５Ｎ１型鳥インフルエンザに人が感染する事例が増加し，新
型インフルエンザの発生が世界的に危惧されている状況から入
管法を改正し，新型インフルエンザ感染症の患者を上陸拒否の
事由に加えた。

警察庁，法務省及び厚生労働省の３省庁の関係課長による「不
法就労外国人対策等協議会」を開催し，不法就労外国人対策の
現状と今後の施策等について協議した。

日インドネシア経済連携協定の発効を受け，同協定の適用を受
けるインドネシア人看護師等について，出入国管理上の取扱い
に関する指針を策定した。

（平成２０年度以降）

内　　　　　　容

資料編１　平成２０年４月１日以降の主な出来事
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5.29
〜 11.24

6. 1
〜 6.30

6. 6

7. 1

9.28
〜 12.28

10. 1

タイにリエゾン・オフィサー
（連絡渉外官）を派遣

「不法就労外国人対策キャン
ペーン」の実施

「不法就労外国人対策等協議
会による経営者団体への説明
会」の実施

「出入国管理及び難民認定法
施行規則の一部を改正する省
令」及び「出入国管理及び難
民認定法第７条第１項第２号
の規定に基づき同法別表第１
の５の表の下欄（ニに係る部
分に限る。）に掲げる活動を
定める件の一部を改正する
件」の施行

フリーダイヤル「外国人相談
全国専用ダイヤル」及び「不
法滞在相談全国専用ダイヤ
ル」の設置

「出入国管理及び難民認定法
施行規則の一部を改正する省
令」及び「日本語教育機関の
設備及び編制についての審
査・証明事業の認定に関する
規程を廃止する件」の施行

「出入国管理及び難民認定法
施行規則の一部を改正する省
令」，「電子情報処理組織によ
る輸出入等関連業務の処理等
に関する法律施行令」及び「電
子情報処理組織による輸出入
等関連業務の処理等に関する
法律施行令第１条第２項第３
号の申請等を定める省令」の
施行

タイのバンコク国際空港において，渡航文書の鑑識及び航空会
社職員等への助言等を行った。

不法就労の防止について，外国人や事業主，地方自治体，在日
外国大使館等に理解と協力を呼び掛けた。

警察庁，法務省及び厚生労働省の３省庁で構成する不法就労外国
人対策等協議会は，日本経済団体連合会，日本商工会議所，全
国中小企業団体中央会及び全国商工会連合会に対し，同協議会
の不法就労外国人問題への取組み状況を説明するとともに，不
法就労防止に向けた協力を要請した。

日インドネシア経済連携協定の発効を受け，同協定の適用を受
ける看護師・介護福祉士候補者及び当該候補者等の我が国への
入国・在留に係る所要の規定の整備を行った。

不法滞在者に関する相談及び不法滞在者を雇用している雇用主
に関する問い合わせ等の際に，積極的に「出国命令制度」など
の周知を図った。

外国人に対する日本語教育を行う教育機関の設備及び編制につ
いての審査及び証明を行う事業に係る法務大臣の認定制度を廃
止し，併せて，同審査・証明事業の実施方法等に関する基準を
客観的に明確なものとするため，所要の規定の整備を行った。

電子情報処理組織による税関手続の特例等に関する法律の一部
を改正する法律（平成 20 年法律第 46 号）によって，新たに設
立された輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社の業務に，
船舶に係る入港通報，入港届及び出港届を加えるため，所要の
規定の整備を行った。

年 月 日 出　　来　　事 内　　　　　　容
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料
編
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主
な
出
来
事
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10. 8
〜 10.26

 10.29

11. 6

12. 1

12.11

12.15

12.15
〜 12.16

12.16

上陸審査強化期間の設定

第 36 回「入管法違反事犯の
防止及び摘発対策協議会」

「経済上の連携に関する日本
国とフィリピン共和国との間
の協定の適用を受けるフィリ
ピン人看護師等の出入国管理
上の取扱いに関する指針」の
公示

「出入国管理及び難民認定法
施行規則等の一部を改正する
省令」の施行

「出入国管理及び難民認定法
施行規則の一部を改正する省
令」及び「出入国管理及び難
民認定法第７条第１項第２号
の規定に基づき同法別表第１
の５の表の下欄（ニに係る
部分に限る。）に掲げる活動
を定める件の一部を改正する
件」の施行

「出入国管理及び難民認定法
施行規則の一部を改正する省
令」の施行

第 22 回「東南アジア諸国出
入国管理セミナー」の開催

「第三国定住による難民の受入
れに関するパイロットケース
の実施について」の閣議了解

全国の空海港を対象とした上陸審査強化期間を設けて厳格な上
陸審査を実施した。

法務省，警察庁，外務省，財務省，厚生労働省，海上保安庁等
関係機関の実務担当者により，第 36 回「入管法違反事犯の防止
及び摘発対策協議会」を開催し , 不法入国及び不法就労事犯の現
状及び取締対策並びに人身取引事犯の現状及び対策について協
議した（福岡市）。

日フィリピン経済連携協定の発効を受け，同協定の適用を受け
るフィリピン人看護師等について，出入国管理上の取扱いに関
する指針を策定した。

公益法人制度の改革により，これまでの財団法人・社団法人に
代わり，公益財団法人・公益社団法人が設けられることに伴い，
所要の規定の整備を行った。

日フィリピン経済連携協定の発効を受け，同協定の適用を受け
る看護師・介護福祉士候補者等の我が国への入国・在留に係る
所要の規定の整備を行った。

海外修学旅行等により再入国する外国人生徒又は学生の個人識
別情報提供義務の免除について，これまでも教育委員会等から
入国管理局に対して通知がなされるなどの所要の手続がとられ
た場合には，個人識別情報の提供を免除していたところ，施行
規則を改正の上明確化した。

法務省において，環太平洋諸国 13 の国，２地域及び３国際機関
の担当者を招へいして，「東南アジア諸国出入国管理セミナー」
を開催し，出入国管理行政上の問題について情報及び意見交換
を行った。

第三国定住による難民の受入れについて，平成 22 年度からパイ
ロットケースとして受入れを開始し，受入れ難民に対する定住
支援を行うことなどに関する閣議了解を行った。

年 月 日 出　　来　　事 内　　　　　　容
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12.18

平成 21. 1.22

2. 4
〜 2.22

2.24
〜 2.25

3. 6

3.11

3.13

3. −

4. 1

 4. 1

「外国人台帳制度に関する懇
談会報告書」取りまとめ

「留学生及び就学生の受入れ
に関する提言」の法務大臣へ
の報告

上陸審査強化期間の設定

第 14 回「偽変造文書鑑識技
術者セミナー」の開催

「不法就労外国人対策等関係
局長連絡会議」の開催 

家事使用人の雇用主に係る要
件の運用についての通知

大学等を卒業した留学生が行
う就職活動等の取扱いについ
ての通知

「在留資格の変更，在留期間
の更新許可のガイドライン」
の改正

東京入国管理局横浜支局企画
管理・調査部門及び処遇・執
行部門の新設

名古屋入国管理局会計課の新
設

総務省・法務省が共同事務局となって開催してきた，有識者や
地方公共団体の実務関係者等をメンバーとする「外国人台帳制
度に関する懇談会」の検討結果が，報告書に取りまとめられた。

法務大臣の私的懇談会である出入国管理政策懇談会において，報
告書「留学生及び就学生の受入れに関する提言」を取りまとめ，
法務大臣に提出した。

全国の空海港を対象とした上陸審査強化期間を設けて厳格な上
陸審査を実施した。

大阪入国管理局関西空港支局において，19 の国及び１地域から
偽変造文書鑑識技術者を招へいして「偽変造文書鑑識技術者セ
ミナー」を開催し，偽変造文書鑑識技術などに関する情報及び
意見交換を行った。

警察庁，法務省及び厚生労働省の３省庁の局長級による「不法
就労外国人対策等関係局長連絡会議」を開催し，不法就労外国
人対策の現状と今後の施策等について協議した。

在留資格「投資・経営」又は「法律・会計業務」をもって在留
する者がより円滑に家事使用人を雇用できるよう，告示に定め
られた雇用主に係る要件の弾力的な運用を通知した。

大学を卒業し又は専修学校専門課程において専門士の称号を取
得して同校を卒業した留学生が，同教育機関を卒業後，就職活
動を行っており，かつ，当該教育機関による推薦がある場合には，

「特定活動」への在留資格変更を許可し，更に１回の在留期間更
新を認めることにより，最長１年間滞在することを可能とした。

（平成 21 年４月１日から実施）

規制改革推進のための第３次答申を踏まえ，ガイドラインを改
正し，社会保険の加入について明記した。

東京入国管理局横浜支局警備部門を廃止し，企画管理・調査部
門及び処遇・執行部門を新設した。

名古屋入国管理局に会計課を新設した。

年 月 日 出　　来　　事 内　　　　　　容



（人）1-2　「投資・経営」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移

（人）2-1　「技術」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移

（人）1-1　「投資・経営」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移

（人）3-1　「人文知識・国際業務」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移

（人）3-2　「人文知識・国際業務」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移

（人）2-2　「技術」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移 （人）4-2　「企業内転勤」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移

（人）4-1　「企業内転勤」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移     
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資料編２　統　　計
（１）主な在留資格ごとの国籍（出身地）別新規入国者数・外国人登録者数の推移		
			 



（人）1-2　「投資・経営」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移

（人）2-1　「技術」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移

（人）1-1　「投資・経営」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移

（人）3-1　「人文知識・国際業務」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移

（人）3-2　「人文知識・国際業務」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移

（人）2-2　「技術」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移 （人）4-2　「企業内転勤」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移

（人）4-1　「企業内転勤」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移     
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（人）5-1　「興行」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移

（人）6-1　「技能」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移   

（人）6-2　「技能」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移   

（人）5-2　「興行」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移 （人）7-2　「留学」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移   

（人）7-1　「留学」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移

（人）8-1　「就学」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移 

（人）8-2　「就学」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移   
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（人）5-1　「興行」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移

（人）6-1　「技能」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移   

（人）6-2　「技能」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移   

（人）5-2　「興行」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移 （人）7-2　「留学」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移   

（人）7-1　「留学」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移

（人）8-1　「就学」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移 

（人）8-2　「就学」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移   
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（人）9-1　「研修」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移  

（人）9-2　「研修」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移   

（人）11-1　 「日本人の配偶者等」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移     

（人）10　「永住者」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移   

（人）11-2　 「日本人の配偶者等」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移     

（人）12-2　「定住者」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移

（人）12-1　「定住者」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移   
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（人）9-1　「研修」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移  

（人）9-2　「研修」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移   

（人）11-1　 「日本人の配偶者等」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移     

（人）10　「永住者」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移   

（人）11-2　 「日本人の配偶者等」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移     

（人）12-2　「定住者」の在留資格による国籍（出身地）別外国人登録者数の推移

（人）12-1　「定住者」の在留資格による国籍（出身地）別新規入国者数の推移   
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（人）1-1　韓国人の在留資格別新規入国者数の推移 

（人）1-2　韓国・朝鮮人の在留の資格別外国人登録者数の推移

（人）2-1　中国人の在留資格別新規入国者数の推移

（人）2-2　中国人の在留の資格別外国人登録者数の推移 

資料編

92

（２）主な国籍（出身地）ごとの在留資格別新規入国者・外国人登録者数の推移



（人）1-1　韓国人の在留資格別新規入国者数の推移 

（人）1-2　韓国・朝鮮人の在留の資格別外国人登録者数の推移

（人）2-1　中国人の在留資格別新規入国者数の推移

（人）2-2　中国人の在留の資格別外国人登録者数の推移 
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（人）3-1　フィリピン人の在留資格別新規入国者数の推移 

（人）3-2　フィリピン人の在留の資格別外国人登録者数の推移 

（人）4-1　ブラジル人の在留資格別新規入国者数の推移 

（人）4-2　ブラジル人の在留の資格別外国人登録者数の推移 
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（人）3-1　フィリピン人の在留資格別新規入国者数の推移 

（人）3-2　フィリピン人の在留の資格別外国人登録者数の推移 

（人）4-1　ブラジル人の在留資格別新規入国者数の推移 

（人）4-2　ブラジル人の在留の資格別外国人登録者数の推移 
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（件）

・退去を命ぜられた者

【国籍別】 【空・海港別】

・退去強制手続を執った者  

【国籍別】 【空・海港別】
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（３）個人識別情報を活用した出入国審査の実施状況（平成 20 年）

（４）偽変造文書発見件数の推移						    
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１　留学生の適正・円滑な受入れについて
留学生の受入れは，科学技術，産業等の国際競争力の維持・向上や人材育成を通じた知的国際貢

献に資するとともに，人的ネットワークの形成による相互理解・友好関係の深化，ひいては世界の

安定と平和に資するなど多くの面で意義がある。また，留学生の受入れは，キャンパスに国際的な

環境を醸成し，多文化経験を通じ国際的な視野を持った日本人の育成にも寄与するものであるので，

積極的に推進すべきである。

留学生の受入れ拡大のためには，教育機関における留学生受入れに係る専門的な組織などによる

留学生の入学選抜，在籍管理，生活支援，就職支援等が重要である。また，出入国管理行政におい

ても円滑な受入れを実現する必要があるが，同時に，不法残留者，不法就労者等の増加を招くこと

のないよう配慮する必要がある。

このため，教育機関としては，勉学意欲を有する優秀な留学生の適切な入学選抜と責任ある在籍

管理により留学生の質を確保するとともに，入国管理局に対して留学生の在籍状況について情報を

提供することとし，入国管理局としては，教育機関からの情報提供及び事実の調査に基づく留学生

の適正な在留管理を実現すべきである。

なお，大学評価の枠組みの中に留学生の入学選抜や在籍者数の把握を含む在籍管理等に関する評

価を加えることにより，教育機関の適切な入学選抜や在籍管理等に対するインセンティブを高める

方策についても検討すべきである。

２　留学生の入国・在留審査について
留学生３０万人計画の進展に伴い，今後見込まれる大量の入国申請等に対し，迅速・円滑な入国・

在留審査の実施が求められる。

このため，適切な入学選抜や在籍管理を行うなどして不法残留者や不法就労者を発生させていな

い教育機関からの申請については，提出書類の大幅な簡素化を図るとともに，原則として，申請後

１週間以内を目途に結論を出すよう，審査期間の大幅な短縮を図るべきである。

他方，適切な入学選抜や在籍管理が行われない結果，不法残留者や不法就労者を多数発生させて

いる教育機関，虚偽申請又は虚偽の情報を提供するなどした教育機関からの申請については，従前

どおり厳格な審査を実施することが必要である。

３　留学生の資格外活動について
留学生が安心して勉学に専念するためには各種奨学金の充実や本国からの十分な仕送りが望まれ

るところであるが，現実には，本国との経済格差等から多くの留学生がアルバイトにより学費や生

活費を補填しているのも実情である。

資料編３　「留学生及び就学生の受入れに関する提言」
資
料
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このような実情にかんがみ，引き続き留学生に対する現行の資格外活動許可の取扱いを維持する

とともに，これに加えて，学業と両立するＴＡ（ティーチングアシスタント）・ＲＡ（リサーチアシ

スタント）としての活動及びインターンシップとしての活動については，大学の責任において行わ

れることなどを条件に資格外活動許可を必要としないことも検討すべきである。

なお，教育機関は，留学生活が就労中心とならないよう，勉学意欲の高い留学生の入学選抜と，

違法な資格外活動に繋がらないような適切な在籍管理を行うことが必要である。

４　留学生の卒業後の就職支援について
留学生の受入れは，各国の人材育成への貢献や我が国経済社会の発展，科学技術・学術の振興，

世界で活躍できる人材の育成に資するものであるが，同時に，留学生が大学等で学んだ知識や技術

を生かして引き続き我が国の企業等で活躍することは，我が国の発展等に寄与するのみならず，我

が国への留学の誘因ともなり得るものである。

留学生の卒業後の就職に関しては，教育機関における人材教育や日本人学生と同様のきめ細かな

就職支援，「外国人雇用サービスセンター」（外国人版ハローワーク）における就職支援が重要であ

るとともに，企業における積極的な採用，登用が不可欠である。

なお，留学生が卒業後，帰国する場合についても，その支援を検討すべきである。

このような観点から，留学生の就職支援に関し，入国管理局においては，大学の学部卒業者や大

学院修了者からの就労資格への在留資格の変更について，専攻科目と就職先の業務内容との関連性

を問わないなど幅広く柔軟に対応すべきである。また，提出書類の見直しにより留学生を雇用する

企業側の負担軽減を図るとともに，迅速な審査を実現すべきである。さらに，卒業後の就職活動期

間に関しては，現行の最大 180 日の滞在期間について一定の成果が認められることから，教育機関

が卒業後も継続して就職支援を行うことを前提に，卒業後の就職活動期間を１年程度に延長すべき

である。

５　在留資格「留学」の在留期間について
在留資格「留学」の在留期間については，「２年」又は「１年」とされているところ，留学生や教

育機関の利便性への配慮及び負担軽減を図る観点から，「留学」の在留期間を伸長することが適当で

ある。

もっとも，在留期間の伸長に当たっては，不法残留の増加等の問題を生じさせるおそれを考慮し，

新しい在留管理制度の構築を前提に，教育機関の行う学生の在籍管理の徹底により問題が生じない

体制を構築した上で実施すべきである。

その際，教育機関は留学生が卒業や退学等により在籍しなくなった場合は，速やかに入国管理局

に通知することとし，当該通知を受けた入国管理局は必要に応じてその留学生の在留資格を取り消

すべきである。
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６　在留資格「留学」・「就学」の一本化について
現在，外国人が本邦において教育を受ける活動については，教育機関の形態により「留学」と「就学」

の在留資格に区分されており，大学等高等教育機関で教育を受ける活動を「留学」，高等学校，専修

学校（一般課程，高等課程）及び各種学校等において教育を受ける活動を「就学」として在留管理

が行われている。

しかし，欧米諸国においては教育機関の形態による在留資格の区分を行っていない国も多く，我

が国においてもこのような区分をなくすべきとの指摘もなされている。

また，日本語教育機関については，日本語教育機関修了者の約７割が我が国の大学等に進学して

いる状況にあること，大学や企業において留学生の日本語能力を重視する傾向にあることなどから，

今後の留学生の受入れ拡大に伴い，就学を留学へのワンステップとした位置付けが強まってくるこ

とが考えられる。

一方，在留資格「就学」に係る不法残留者数については，かつて在留資格「留学」を大きく上回っ

ていたものの，年々減少傾向にあり，平成 18 年以降は，在留資格「留学」に係る不法残留者数を下

回る状況となっている。

このような状況を踏まえ，外国人の本邦において教育を受ける活動については在留資格の区分を

なくし，「留学」と「就学」の一本化を図るべきであるが，一方で，  在留資格を一本化しつつも，「我

が国の産業及び国民生活に与える影響その他の事情を勘案し，法務省令で定める基準」として定め

る上陸許可の要件については，引き続き教育機関の形態に応じたものとし，適正な在留管理を行う

べきである。

他方，教育機関は，適切な入学選抜や在籍管理を行うとともに，留学生の在籍状況を入国管理局

に情報提供することとし，入国管理局は教育機関からの情報提供及び的確な事実の調査に基づき適

正な在留管理を実現すべきである。また，法務大臣の告示をもって定められている教育機関につい

ては，適正な在留管理の実現を図る観点から外国人の受入教育機関として適切でないと認められる

事実が判明するなどした場合には，当該告示から削除するなど厳格な措置が必要である。
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第１節◆概況

入国管理局に係る行政訴訟等（以下「出入国管理関係訴訟」という。）は，我が国に不法滞在する

外国人に対して発付された退去強制令書発付処分の取消しを求める訴訟や難民不認定処分の取消し

を求める訴訟がその大半を占めている。訴訟が提起され，新規に受理された件数は，ここ数年急増

しており，平成 20 年における受理件数は，過去最高の 336 件であり，特に，退去強制手続関係事件

の受理件数は，対前年比 48％増の 234 件となった（表 51）。また，各年ごとの終了件数は，本案事

件について見ると，平成 18 年には 190 件，19 年には 257 件，20 年は 355 件と年を追うごとに増加

している。

増加の背景として，適正で充実した手続の下での迅速な裁判を目指す司法制度改革を挙げること

が出来る。特に，行政訴訟について，国民の権利利益のより実効的な救済手続を整備することを目

的とした「行政事件訴訟法の一部を改正する法律」が平成 17 年４月１日に施行され，出訴期間等の

情報提供（教示）制度の新設，出訴期間の延長，取消訴訟等における被告適格の簡明化等の改正が

なされたことが，新規受理件数の増加の背景と指摘できる。そして，15 年７月に公布，施行された

「裁判の迅速化に関する法律」により裁判所の手続全体の一層の迅速化が図られていることが，終了

件数の増加の背景と考えられる。

また，近時の出入国管理関係訴訟では，在留特別許可の義務付け，仮滞在許可の仮の義務付けや

収容令書発付及びその執行の差止め及び仮の差止め等新たな形での訴えの提起が相次いでいる。そ

の背景には，「行政事件訴訟法の一部を改正する法律」により，義務付け訴訟，差止め訴訟の法定，

本案判決前における仮の救済制度の整備が行われ，積極的にそれらの類型の訴訟制度が活用された

という事情を指摘することが出来る。

資料編４　出入国管理関係訴訟
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第２節◆主な裁判例

裁判例１
在留資格認定証明書の交付は，その交付を申請する者がその交付の要件を立証しなければなら

ないものであるから，在留資格認定証明書の申請に不十分な点があり，その交付の要件が立証さ

れていない場合に，法務大臣ないしその委任を受けた地方入国管理局長の側が，申請者ないし申

請代理人に対し，事情を聴取したり，資料の追加提出を求めたりする義務を負うものではない。

【広島高等裁判所　平成 20 年４月 25 日判決】

裁判例２
上陸基準省令は，上陸許可基準を公表することにより，本邦の機関で研修等を受けようとする

外国人に，自らの基準適合性を立証する資料を準備した上で迅速に上陸審査を受けさせるもので，

当該外国人の便宜を図る目的に出たものである。

したがって，上記省令の定めによって，当該受入れ機関に，研修生等の受入れやあっせんを続

けることができるという法律上の地位や法的地位を付与するものではない。

なるほど反面において，受入れ機関が過去３年間に外国人の研修に係る不正行為を行った場合

には，上陸基準省令の入管法別表第１の４の表の「研修」の下欄８号及び９号に適合しないこと

になり，当該研修生等に係る上陸許可申請は許可されないことになる。このことを慮って，控訴

人が処分行政庁であるとする大阪入国管理局長は不正行為認定の通知を控訴人にしているところ

であるが，それをもって控訴人に法的な効果を生じさせる行政処分に当たると解することはでき

ない。不正行為認定は，前記省令に所定の要件に該当する事実を，外国人の上陸審査のため大阪

入国管理局長があらかじめ認定しておき，これを念のため，事実上の不利益を被るであろう控訴

人に通知したものと解すべきである。控訴人が３年間，研修生等の受入れを行うことができなく

なったとしても，これは事実上の不利益にすぎず，法的拘束に当たるとすることはできない。

【大阪高等裁判所　平成 20 年６月 26 日判決】

裁判例３
入管法 48 条５項，10 条４項は，容疑者が，口頭審理に際し，特別審理官の許可を受けて，親族

又は知人の１人を立ち会わせることができる旨規定しているところ，原告は，日常会話程度は日

本語ができるものの，熟語，専門的な用語の意味，言葉のニュアンスの違いの理解は不十分であっ

たから，本件裁決及び本件令書発付処分に先立って行われた名古屋入管特別審理官による口頭審

理は，原告自身及びその日本人妻甲に関する事情を熟知する甲を立ち会わせるべきであったにも

かかわらず，その立会いがないまま行われたものであり，この点で手続に違法がある旨主張する。

しかし，法 48 条５項，10 条４項は，口頭審理における審理につき，必ず立会人を置くべきもの

とはしておらず，特別審理官の許可にかからせているところ，特別審理官は，口頭審理手続上支
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障があると認めるときは，これを許可しないことができるものと解されることから，原告に係る

口頭審理に甲の立会いがなかったことが直ちに入管法違反となるものではない。

また，原告は，口頭審理において法 24 条４号ロ及びリ該当者であることを特段争っていなかっ

た上，原告に在留を特別に許可すべき特別の事情があることについての主張は，平成 18 年５月●

●日付け名古屋入管入国警備官作成の原告の供述調書，（中略），において，十分尽くされていた

から，原告に係る口頭審理に甲が立ち会わなかったことは，本件裁決及び本件令書発付処分の手

続の違法事由となるものとはいえない。

【名古屋地方裁判所　平成 20 年１月 31 日判決】

裁判例４
控訴人が合理的な理由なく日本人女性甲との正式な婚姻を先送りにし続けていたことも併せ考

慮すると，控訴人は，在留期限を超えて就労目的で本邦に不法に残留し，甲との同居期間中にお

いても，本邦において不法残留という違法状態を解消して甲との安定した婚姻関係を形成するこ

とを優先せず，本邦で稼動して本国に送金することを目的として不法残留を継続していたものと

いわざるを得ない。

そうすると，本件裁決時の控訴人と甲の関係は，同居の期間自体は比較的長く，控訴人が甲の

両親や妹と家族ぐるみのつきあいをしていたことが認められることを考慮しても，控訴人と甲は，

控訴人は本国への送金を継続する目的で不法残留を継続し，甲は浪費による借金返済のための控

訴人の収入に経済的に依存するという関係にあったものであり，両者の関係が永続的な精神的及

び肉体的結合を目的として真しな意思をもって共同生活を営むことを本質とする婚姻としての実

体を備えているとはいい難い。

【東京高等裁判所　平成 20 年３月 19 日判決】

裁判例５
難民に該当しないことを処分理由とする難民不認定処分の取消訴訟では，申請者において，自

らが難民に当たることの立証責任を負うものと解するのが相当である。

もっとも，難民該当性を端的に立証する資料が乏しい場合があることは否定できない。しかし，

少なくとも当該難民認定者自身は，自己の難民該当性に関する事実関係を十分承知していて，そ

れを供述することで証拠とすることができるし，難民該当性について，その供述の信憑性を裏付

ける証拠の提出が全くできない事態は想定しにくいものである。その意味では，難民該当性に関

する立証の問題は，証拠の有無ないし立証の難易，さらには当事者等の供述の信用性の判断につ

いて，事案の性質上多角的な検討が必要であるとはいえても，通常の民事訴訟と異なる原則が支

配するものではない。したがって，難民該当性についてのみ，上記難民申請者の立証の負担を軽

減すべき理由があるとはいえない。

【大阪高等裁判所　平成 20 年６月 12 日判決】



図22　入国管理局組織表
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資料編５　組織・職員の拡充

近年の出入国管理行政をめぐる状況の変化は著しく，業務の量的増加及び質的複雑化・困難化を

反映して，組織・機構，人員等の整備・拡充が図られてきた。

平成 20 年度末現在，出入国管理行政は，法務省入国管理局を始めとする全国の入国管理関係機関

において 3,400 人余りの職員によって遂行されているが，出入国管理行政の抱える課題は多岐にわ

たっており，なお体制整備面での課題も少なくない。

第１節◆組織・機構

� 入国管理官署の概要
出入国管理業務を所掌する組織としては，法務本省の内部部局として入国管理局が設置され，また，

法務省の地方支分部局として，全国８つの地域ブロックごとに地方入国管理局，その下に支局及び出

張所（支局の出張所を含む。）が設置されている。また，法務省の施設等機関として全国３か所に入

国者収容所が設置されており，それぞれ法令に基づいて，出入国審査，在留審査，退去強制手続，難

民の認定といった出入国管理行政関係の様々な業務を行っている。

これら，入国管理局，地方入国管理局，支局，出張所及び入国者収容所を総称して「入国管理官署」

という（図 22，23）。
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� 入国管理官署の主要な拡充
平成 21 年度における組織の拡充について，東京入国管理局横浜支局においては，新庁舎への移

転に伴う収容定員の拡充による退去強制業務の増加に対応するため，首席入国警備官１人を増設

し，警備部門を廃止して企画管理・調査部門及び処遇・執行部門を新設の上，摘発担当及び処遇

担当の統括入国警備官各１人を増設することにより，摘発及び処遇体制の強化を図るとともに，

審判部門に口頭審理担当の統括審査官１人を増設し，適正かつ迅速な違反審判業務処理を図る体

図23　法務省入国管理局所管事項



表52　地方入国管理局の出張所の整理統廃合状況（実績）
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制を整えた。

また，名古屋入国管理局においては，これまで総務課で所掌してきた会計事務の急激な増加に

対応するため，会計課を新設して課長及び課長補佐を増設し，契約方式の適正化をはじめとする

会計事務の指揮監督に専従できる体制を整えた。

なお，地方入国管理局の出張所（支局の出張所を含む。）については，元来，外航船舶の乗員・

乗客の出入国審査を目的として設置された歴史的事情を背景に，その大半が全国の海港区域内に

立地していたが，国際間の主たる輸送手段が船舶から航空機に移ったことに伴い，空港における

出入国審査が主となったほか，長期間我が国に在留する外国人が増加したことにより，これら行

政のニーズの変化に応えるため，  海港に設置されている出張所の整理・統廃合を進めるとともに，

国際線が数多く就航している地方空港や，都道府県庁所在地その他主要都市に出張所を設置する

など，出張所の再配置に努めてきた（表 52）。

これは，平成 11 年４月に閣議決定された「国の行政組織等の減量，効率化に関する基本的計画」

の中で示されている「地方入国管理局出張所については，海型から内陸型への再編を進めるとと

もに，縮減を図る」との基本方針に沿ったものであるところ，今後とも，出入国審査，在留審査
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及び入管法違反者に係る情報収集等を総合的に行う「出入国管理総合事務所」型の出張所の整備

を進めることにより組織の合理化・効率化を図っていく必要がある。

第２節◆職員

� 入国管理局職員
入国者収容所及び地方入国管理局には，出入国管理業務に従事する職員として，入国審査官，入国

警備官が配置されているほか，一般行政事務を行う職員である法務事務官及び医師等の法務技官が配

置されている。

入国審査官は，①上陸及び退去強制についての審査及

び口頭審理，②収容令書又は退去強制令書の発付，③仮

放免，④難民認定及び在留資格諸申請等に関する事実の

調査を行うほか，法務大臣の補助機関として，在留資格

審査等を行っている。

入国警備官は，①入国，上陸又は在留に関する違反事

件の調査，②収容令書又は退去強制令書を執行するため，

その執行を受ける者の収容，護送，送還，③入国者収容所，

収容場における被収容者の処遇及び施設の警備など入管

法違反者の取締りを行っており，「国家公務員法」及び「一般職の職員の給与に関する法律」の規定の

適用については警察職員とされ，危険な業務に従事することも多いことから，公安職職員となっている。

入国警備官には，摘発等の部隊組織で行動する際の指揮命令を明らかにするため，７つの階級（上

位から警備監，警備長，警備士長，警備士，警備士補，警守長，警守）が設けられている。

また，入国審査官及び入国警備官は，個々の職員が独立した出入国管理業務の専門家としての業務

を行うことから，「専門官制」が導入されている。業務処理に必要な法律知識に加えて，バランスの

とれた国際感覚，外国人の多様な風俗，習慣，宗教及び人権に配慮した柔軟な対応が求められている。

� 増員
入国管理局関係の職員数は，平成 21 年度は 3,565 人で，５年前の 16 年度の 2,833 人と比べ約 26％，

732 人増加している。しかし，この間も業務件数は高水準で推移しており，加えて観光立国の推進と

テロ行為・不法入国防止のための入国審査の円滑化と厳格化の両立，巧妙化する偽変造文書への対策，

入国後の外国人に係る在留管理の強化，外国人犯罪の温床とも指摘されている不法滞在者の摘発強化

など業務内容も複雑・困難の度合いが増している。このような状況に的確かつ迅速に対処し，国民の

行政ニーズに応えていくためには，更なる増員が望まれる（図 24，表 53）｡

入国管理局職員



図24　入国管理官署職員定員の推移

表53　入国管理官署職員定員の推移
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平成 21 年度においては，入国審査官，入国警備官併せて 199 人が増員措置されており，その概要

は以下のとおりとなっている。
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（１）東京入国管理局成田空港支局等における出入国審査体制の強化等
平成 19 年１月に「観光立国推進基本法」が施行され，同年６月には，「2010 年までに訪日外国

人旅行者数を 1,000 万人にする」ことを目指すとして「観光立国推進基本計画」が閣議決定された。

今後，さらに訪日外国人旅行者の積極的な誘致活動が展開されることが予想される中，職員の機

動的配置などによる審査待ち時間の短縮に努めつつ，テロ対策，不法滞在者対策としての厳格な

出入国審査を実施していく必要がある。

このため，平成 21 年度は国内線から国際線への乗り継ぎ施設が整備されるなどした成田空港支

局に入国審査官 28 人，中部空港支局に 10 人の増員が措置されたほか地方空海港を管轄する地方

入国管理局等に入国審査官 28 人が増員措置された。さらに，特に九州・沖縄地方で増加傾向にあ

る大型クルーズ船等の出入国審査に機動的に対応するため，福岡入国管理局に入国審査官９人の

増員が措置された。

また，平成 20 年７月には関係省庁により「留学生 30 万人計画」の骨子が策定されたところ，今後，

海外からの留学生受入増加が予想されることから，これら留学生等の入国事前審査要員として，

東京入国管理局等に入国審査官 12 人が増員措置された。

（２）東京入国管理局等における在留管理体制の強化
我が国に在留する外国人が年々増加していく中で，偽装結婚などにより外形上は正規の在留者

を装いつつも，実態としては専ら単純労働に従事したり，犯罪組織に加入又は協力して犯罪を行

う偽装滞在者が我が国に与える悪影響が深刻化している。

近年，在留外国人の増加に伴い永住許申請件数の増加が予想されるところであり，多数の申請

の中から偽装結婚などにより正規在留者を装う偽装滞在者からの申請を見逃すことなく，適切な

審査を実施するための要員として，東京入国管理局等に入国審査官 25 人の増員が措置された。

（３）東京入国管理局横浜支局における摘発体制の強化等
平成 21 年度に新庁舎への移転を予定している横浜支局は，京浜工業地帯や横浜市，川崎市等の

繁華街を有し，不法就労者の吸引力が高い神奈川県を管轄しているが，これまで施設の狭隘さ等

の理由から，摘発又は警察等関係機関からの身柄引取などの退去強制手続業務を必ずしも十分に

行いうる環境ではなかったものの，新庁舎移転により施設上の制約から解放されることとなり，

より積極的な摘発活動等が可能となる。

そこで，同支局の違反調査・摘発要員として入国警備官 28 人，適切・迅速な違反事件の処理を

行うための違反審査要員として入国審査官５人，拡張される収容施設の処遇・監視要員及び効率

的な収容場の運用を実現するための執行要員として入国警備官 32 人の増員が措置され，同支局に

おける摘発体制の充実・強化が図られた。

また，近年，西日本地区を中心に，船舶による不法出入国事案が発生し，不法入国者による犯

罪等の問題が顕在化してきているほか，平成 19 年 11 月に導入した個人識別情報を活用した入国

審査の実効性を損なわないためにも，船舶による不法出入国対策の強化が喫緊の課題となってい
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研修風景

たことから，福岡入国管理局等に入国警備官 12 人の増員が措置された。

（４）東京入国管理局等における難民調査体制の強化
難民の認定については，平成 17 年に難民審査参与員制度が導入されたことにより難民認定手続

の公平性・中立性が一層高められている中，申請数も 17 年の 384 件から 18 年には 954 件と急増し，

20 年に至っては 1,599 件にも及んでいる。21 年には，これら急増する難民認定申請に係る調査を

迅速かつ適正に行うため，東京入国管理局に９人，名古屋入国管理局に１人の難民調査官の増員

が措置された。

� 研修
近年，我が国に出入国する外国人は年々増加し，また，

在留の形態も多岐にわたっていることから，業務量の増

大のみならず，その内容も複雑・困難化している。この

ような状況に対処するためには，入国管理局関係職員の

資質・能力の向上が必要不可欠であり，研修体制の充実・

強化に取り組んでいる。

法務省の研修機関である法務総合研究所によって実施

される初任者，中堅職員，管理者等を対象とした体系的

な研修に加えて，職員の専門知識を向上させるために偽

変造文書鑑識従事者研修，入国在留審査事務従事者研修，難民認定事務従事者研修，入国警備官警

備処遇担当官研修，情報システム等運用担当職員研修等各種の実務研修を実施している。このほかに，

人権関係，メンタルヘルス関係の研修，警察等の関係機関が行う研修，海外研修等，外部講師を招

いた研修に職員を積極的に参加させるなどして，幅広い知識・経験を積ませるように努めている。

また，入国管理局の業務は主として外国人を対象としていることから，職員に対する英語，中国語，

韓国語等の語学研修を語学専門学校等に委託し，業務に必要な語学能力の向上を図っている。
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第１節◆予算

出入国管理行政の予算の推移は，図 25 のとおりであり，近年の厳しい行財政事情の中，当局が推

進する各種施策の実施に必要な経費が認められ，体制の整備・拡充が図られている。

また，電子計算機運用関連予算については，各システムの合理化による経費節減を継続的に推進し

た結果，平成 15 年度予算をピークに年々経費の縮減が図られてきたが，21 年度予算においては，20

年度予算に引き続きバイオメトリクスを活用した出入国審査体制の構築経費が認められたことなどに

より，同予算が大幅に増加している（図 25，図 26）｡

資料編６　予算等

図25　予算額の推移



図26　電算関連主要予算額の推移
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第２節◆施設

平成 21 年３月 31 日現在，全国に８か所ある地方入国管理局は，法務単独庁舎（東京，名古屋，大

阪），法務合同庁舎（仙台，高松），行政合同庁舎（札幌，広島）及び民間施設（福岡）にそれぞれ入

居している。また，地方入国管理局支局及び出張所は，港湾合同庁舎，行政合同庁舎，空港ターミナ

ルビル及び民間並びに公有の施設に入居している。

さらに，全国に３か所ある入国者収容所は，いずれも平成５年以降に完成した近代的な施設であり，

法務単独庁舎（大村）及び法務総合庁舎（東日本，西日本）として整備している。

今日，国際化の進展に伴い，我が国に入国・在留する外国人は，年々増加傾向にあるほか，依然と

して多くの不法滞在者が存在し，その数は高水準で推移している。このような状況に的確に対応する

ため，地方入国管理官署では近年において，庁舎新営，収容場の増築などを通じて収容能力の拡充を

図ってきている。その一環として，平成 21 年度においては，東京入国管理局横浜支局新庁舎が完成

する予定となっている。

入国管理局としては，今後も出入国管理行政の適正な運営を確保するため，必要に応じた施設整備

を積極的に実施していきたいと考えている（表 54）。

表54　収容定員の推移
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